
230711Ver2.00

事務事業及び予算の執行実績

（令和６年度分）

財務部行政経営課

（旧文書局法務文書課分）



1 事務事業の概要･････････････････････････････････････････････････････････････････1

　かいの財産調査の実施状況････････････････････････････････････････････････････････16

2 事業の根拠法令調･･････････････････････････････････････････････････････････17

3 職員配置調･････････････････････････････････････････････････････････････････18

4 過年度分収入未済額調･･･････････････････････････････････････････････････････････････19

5 郵券等受払調････････････････････････････････････････････････････････････････････20

6 歳入歳出外現金調･････････････････････････････････････････････････････････････････21

7 委託料等歳出予算執行状況節別集計表･････････････････････････････････････････････････････22

8 委託料に関する調･････････････････････････････････････････････････････････････････････････24

9 負担金支出調････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････26

10 交付金支出調････････････････････････････････････････････････････････････････････････27

11 公有財産調････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････28

12 出資金調･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････29

13 基金の管理状況調･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････30

14 普通財産・借受財産等貸付調･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････32

目　　　　次



　　行政経営課組織図

班 長 1 人

主 査 3 人 (3人)

班 長 1 人

主 幹 (1人)
主幹兼統括主査 1 人

主 査 3 人

主 任 (1人)
主 事 1 人

技 師 (1人)

班 長 1 人

統 括 主 査 1 人

主 査 1 人

主 任 2 人

主 事 3 人

（その他非常勤職員等）

1 人

0 人 21 人 (6人)

※市町等への派遣職員は除く　※先方在勤の兼務職員は外数(　)書き

会 計 年 度 任 用 職 員

臨 時 的 任 用 職 員 職員数計

資 産 経 営 班

財 産 管 理 班

職　　　名 人数

事務事業の概要

行 政 経 営 課 長 資産経営推進室長

課 長 代 理 行 政 経 営 班

-1-



Ⅰ 行政経営課

１ 施策の体系（新ビジョン）

政策の柱…現場に立脚した施策の構築・推進

目 標 ・積極的に行政情報を公表・提供し、県政への関心と信頼性の

向上を図る

・政策形成過程への更なる県民参画を促進するとともに、多様

な主体の参画による県民サービスの向上とサービス提供主体

の最適化を図る

施 策 戦略的な情報発信と透明性の向上

取 組 県政への信頼性の向上

施 策 県民・民間・市町と連携した行政の推進

取 組 民間・市町との連携・協働による地域課題の解決

政策の柱…生産性の高い持続可能な行財政運営

目 標 ・改革・改善に取り組む組織風土の醸成を図り、実効性のあるＰＤＣＡ

サイクルによる継続的な改善に取り組む

・当該年度の歳出をその年の歳入で賄ういわゆる収支均衡を目指し、必

要な行政サービスを安定的・機動的に提供できる財政基盤を構築する

施 策 健全な財政運営の堅持と最適かつ効果的な事業執行

取 組 県有資産の最適化

取 組 最適かつ効果的な事業執行

２ 課別の事務又は事業の目的、計画及び実績（成果）

(1) 県政への信頼性の向上

ア 行政経営事業費 4,202,785円 県

内部統制制度を運用し、各所属によるリスクの洗い出し及び対応策の確認並びに自己評価

を行うとともに、令和５年度の内部統制評価報告書を作成し、議会に提出した。

(2) 民間・市町との連携・協働による地域課題の解決

ア 行政経営事業費（再掲） 4,202,785円 県

(ｱ) 県・市町の連携による課題解決の推進

「これまでの市町の行政経営を支援する取組」に加えて、市町、県民、民間等との連携

を促進するプラットホームである「行政経営研究会」（全市町/県の総務・企画部長相当職

で構成）の公民連携・協働部会を開催し、市町と県で共通する行政課題の検討を行った。
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＜部会における研究結果の概要＞

(ｲ) 指定管理者制度の運用

ａ 指定管理者制度の導入

公の施設の県民サービスの質の向上及び適正かつ効率的な運営を図るため、指定管理

者制度を積極的に活用し、令和７年４月現在、43施設に導入している。

令和６年度は、７施設において指定管理者の再指定が行われた。

ｂ 制度運用面の改善

施設における適切な労働環境の確保を図るため、指定管理者及び施設所管課に対し、

厚生労働省が運営するwebサイトを利用した労働関係法令遵守状況の点検を実施した。

令和６年度の点検対象とした新たな指定期間２年目となる５施設については、３施設で

「事業場の業種や規模に応じた安全衛生管理体制の未整備」や「雇用時の一定の事項に

関する説明の一部未実施」等の指摘があったため、関係法令を周知し、遵守を求めた。

(ｳ) 外郭団体の見直しと効果的な活用の推進

行政を代替、補完する役割を担う外郭団体の効果的かつ能率的な運営を図るため、団体

の必要性、経営の健全性、事業の有効性等について、平成18年度から定期的な点検評価を

実施している。

令和６年度は、30法人を対象に事業成果、団体の必要性、経営の健全性を重点的に点検

し、静岡県行政経営革新プログラム2025に掲げた「外部の視点による外郭団体の不断の検

証」という観点から静岡県行政経営推進委員会で各団体の点検評価結果の検証を行った。

点検評価の結果は、９月に公開するとともに、県議会に提出した。

(3) 県有資産の最適化

ア ファシリティマネジメント推進事業費 22,803,025円 県

（うち 委託料 8,595,216円）

(ｱ) 公共施設の総量適正化の推進

ａ ファシリティマネジメント推進本部の運営

県有施設のあり方や未利用財産の有効活用等について、部局横断組織により、全庁的

な視点から協議を行った。

また、人口減少の加速、施設の老朽化の進行、厳しい財政状況等を踏まえ、令和７年

度から令和16年度までの10年間を計画期間とする「第２期静岡県公共施設等総合管理

計画」を策定した。

部会名 令和６年度の研究結果

公民連携・協働

・指定管理の応募者確保のための「ふじのくに施設紹

介フェア2024」を開催

・指定管理者制度を対象に現場における課題に関する

意見交換を実施
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＜開催状況＞

ｂ 建替え時のあり方検討支援

集約、複合化等を通じて総量適正化を進めるため、各部局における検討状況を把握し、

関係部局との調整や提案等を行った。

＜支援の状況＞

ｃ 管理目標の進捗状況

＜管理目標＞

2049（令和31）年度までに、県有施設の総延床面積を15％削減（令和元年度比）する。

＜現状値＞ (単位：㎡）

ｄ 県・市町連携による取組

施設の老朽化対策や有効活用など、公共施設を取り巻く県・市町の共通課題に取り組

むため、行政経営研究会の部会であるファシリティマネジメント研究会を開催した。書

面や少人数のグループによる意見交換により、課題の解決策や近隣市町における連携等

について検討を行った。

開催日 内 容

第１回

R6.10.16

・ファシリティマネジメントの推進について

・第２期静岡県公共施設等総合管理計画の策定について

・県有施設のあり方検討について

第２回
R7.2（書面開催）

・未利用財産（三役公舎（知事公舎））の処理方針について

第３回
R7.3.12

・第２期静岡県公共施設等総合管理計画の策定について

・令和７年度以降のファシリティマネジメントの推進について

・あり方検討の取組について

・未利用財産の有効活用

主な施設 内 容

西部健康福祉センター

掛川支所、知事公舎

施設所管部局の開催したあり方検討会に参画し、今後の検

討の進め方について支援を実施

区分
Ｒ元初

Ａ

Ｒ６末

Ｂ

差引

削減面積

Ｃ

（Ｂ－Ａ）

削減率

Ｃ/Ａ

県有施設

の総延床

面積

3,965,747 3,799,431 △166,316 △4.19%
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＜開催状況＞

(ｲ) 公共施設の有効活用の推進

a 静岡県官民連携実践塾の開催

公共施設の整備・運営・活用等について、民間の能力とノウハウを最大限活用

するため、県・市町・企業・金融機関が集まり、官民連携について勉強、意見交

換する「場」として、「静岡県官民連携実践塾」を開催した。

開催日 参加者数 内 容

R6.5

(書面開催)
35市町 ・意見交換会

R6.6.17 ８市町 ・少人数のグループによる意見交換

R7.1.15 19市町
・講演会「スモールコンセッション

～官民連携のこれから～」

R7.1.15 19市町 ・先進市町によるミニセミナー（下田市）

地域 主催・共催 開催日 サウンディング案件

中部

主催：静岡市、県、㈱静
岡銀行、㈱清水銀
行、しずおか焼津
信用金庫、静清信
用金庫

R6.7.31

対面開催

・県（公園緑地課）
（官民連携で賑わい溢れる公園づく
り！～遠州灘海浜公園（篠原地区）
の魅力を引き出す～）

・静岡市
（静岡市資産活用プロジェクト、用
宗緑地Park-PFI事業、麻畑緑地整
備事業、静岡市中央卸売市場再整
備検討事業）

・島田市
（旧神座小学校跡地利活用事業、旧
笹間小学校跡地利活用事業）

・藤枝市
（蓮華寺池公園利活用・岡出山公園
の再整備事業）

R6.10.22

対面開催

・県（職員厚生課）
（静岡県総合研修所もくせい会館の
利活用事業）

・静岡市
（静岡市資産活用プロジェクト、清水

森林公園再整備事業）
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地域 主催・共催 開催日 サウンディング案件

中部

主催：静岡市、県、㈱静
岡銀行、㈱清水銀
行、しずおか焼津
信用金庫、静清信
用金庫

R7.2.27

対面開催

・静岡市
（静岡市清水文化会館マリナートの

時期事業について、各スポーツ施設

における指定管理事業、用宗緑地再

整備事業（Park-PFI））

・掛川市

（市営住宅和田団地跡地の利活用に

ついて、掛川城三の丸広場及び公園

服部跡地の整備）

・下田市

（下田市役所現庁舎跡地の利活用）

西部

主催：浜松市
共催：㈱静岡銀行、浜松

いわた信用金庫、
遠州信用金庫、㈱
日本政策投資銀
行、県

R6.10.30
対面開催

・県（公園緑地課）
（官民連携で賑わい溢れる公園づく
り！～遠州灘海浜公園（篠原地区）
の魅力を引き出す～）

・浜松市
（浜松市のPPP/PFIの取組、中央卸売

市場再整備事業に伴う余剰地活用）
・菊川市
（菊川流域治水対策事業/駅周辺の公

共空間を活用した賑わいづくり）

・磐田市
（竜洋海洋公園再整備事業）
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イ 次世代県庁舎あり方検討事業費 35,354,675円 県

（うち 委託料 35,057,000円）

(ｱ) 公共施設の総量適正化の推進

令和５年度に把握した課題（大規模災害時の対応、設備等の老朽化、デジタル化

への対応等）を踏まえ、求められる庁舎の役割と再整備の方向性を取りまとめ、「次

世代県庁の方向性（素案）」を策定した。

ウ 劣化診断事業費 39,663,560円 県

（うち 委託料 39,609,900円）

(ｱ) 公共施設の長寿命化の推進

a 劣化診断の実施

県有施設の長寿命化を推進するため、劣化診断を実施した。（下田総合庁舎、

プラサヴェルデ、コンベンションアーツセンター等 合計14施設）

地域 主催・共催 開催日 サウンディング案件

東部

主催：県
共催：㈱静岡銀行、㈱日

本政策投資銀行

R6.8.7

対面開催

・県
（官民連携で賑わい溢れる公園づく
り！～遠州灘海浜公園（篠原地
区）の魅力を引き出す～、神原浄
水場（浜松市）遊休地の利活用、
（仮称）静岡県動物愛護センター
ネーミングライツ募集、清水港日
の出ふ頭旧４号上屋の利活用につ
いて）

・掛川市
（官民連携手法を用いた大手門駐車
場の再整備・運営改革事業）

・沼津市
（沼津市民文化センター旧喫茶室利
活用検討事業）

・裾野市
（ヘルシーパーク裾野の利活用につい
て、裾野市せせらぎ児童公園再整備
事業、裾野市道の駅整備事業）

主催：県

共催：㈱静岡銀行、㈱日

本政策投資銀行、富士信

用金庫、富士市、沼津市、

三島市

R7.1.15

対面開催

・県
（特定健診受診率向上トライアル事

業（PFS/SIB事業）、清水港日の出ふ

頭旧４号上屋の利活用）

・掛川市

（市営住宅和田団地跡地の利活用）

・裾野市

（裾野市こども家庭センター「すこっ

ぷ」の親子交流スペースの拡充、ヘ

ルシーパーク裾野の利活用）

・下田市

（伊豆急下田駅周辺地区に位置する

市役所跡地の利活用、旧下田グラン

ドホテル跡地整備事業）
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b 中期維持保全計画策定による保全対策の実行性の確保

劣化診断の結果に基づき８施設について中期維持保全計画を策定し、計画に

記載されている全ての工事について予算を確保することで、修繕工事の実行性

を高め、全体最適を図った。

エ 県有建築物長寿命化等推進基金 8,072,592,346円 県

(ｱ) 公共施設の長寿命化の推進

老朽化施設の長寿命化及び更新のための経費に充てるため、基金を活用した。

(4) 県有財産の適正管理と利活用事務

ア 普通財産処分業務 ファシリティマネジメント推進事業費 22,803,025円 県

（うち 委託料 8,595,216円）

行政財産から用途廃止した廃川・廃道敷、庁舎敷地、建物等のうち、所属替えを受けたも

の及び国から譲与を受けた廃川敷の管理を行っている。このうち、将来にわたり県において

利活用が見込まれない財産について処分を行った。

その状況は次のとおりである。

イ 財産の有効利用の促進 ファシリティマネジメント推進事業費 22,803,025円 県

（内 委託料 8,595,216円）

(ｱ) 未利用財産の利活用

未利用財産について、貸付け等の利活用を検討し、有効活用を図った。

ａ 行政財産（庁舎の余裕床等）の貸付

本庁舎の余裕床をコンビニ事業者に、富士総合庁舎の余裕床を富士市に貸付けている。

基金名称 静岡県県有建築物長寿命化等推進基金

設置時期 令和２年３月11日

対象事業 長寿命化のための修繕、建替え経費等（新設、増築は除く）

R６分取崩し額 1,890,000,000円

R６主な充当事業

県立学校等修繕費、食肉センター再編整備事業費、県庁舎等施

設改修費、工業技術研究所庁舎等維持補修費（年次）、警察施

設中期維持保全計画事業費、警察庁舎維持補修事業費 ほか

＜土地の処分等状況＞ （令和６年度）

区分
有償 無償 交換 計

件数 面積(㎡) 件数 面積(㎡) 件数 面積(㎡) 件数 面積(㎡)

土

地

廃川敷 ０ 0.00

廃道敷 ０ 0.00

上記以外の

普通財産
10 7,952.99 ２ 149.27 12 8,102.26

計 10 7,952.99 ２ 149.27 12 8,102.26

建物 ０ 0.00
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ｂ 自動販売機設置者の公募による貸付（237施設、497台）

ウ 財産事務の執行指導 県有財産管理費 2,677,862円 県

(ｱ) 財産調査の実施

公有財産に関する総括事務を行うとともに、適正な管理及び効率的な運用を図るため、

財産規則第24条の規定に基づき、出先機関等の財産管理事務（道路、橋りょう、河川、海

岸、港湾、漁港、土地改良財産を除く。）の調査を実施した。

その結果、改善を要する事項については文書又は口頭で指導し、取扱いの適正化に努め

た。

その実施状況は、次のとおりである。

＜かいの財産調査の実施状況＞ （令和６年度）

＊財産調査は、原則として知事部局については３年、教育委員会及び警察本部については５年

で一巡する方式で実施

＜過去３年間のかいの財産調査の実施状況＞

区 分

部局名

対象箇所数

(Ａ)

実施箇所数

(Ｂ)

実施率（％）

（Ｂ）

（Ａ）

文書による指

導事項のあっ

たかいの数

知 事 部 局 148 55 37.2 ２

知事直轄組織 ０ ０ 0.0 ０

危機管理部 ４ ２ 50.0 ０

経営管理部 15 ６ 40.0 ０

くらし・環境部 10 １ 10.0 ０

スポーツ・文化観光部 15 ９ 60.0 １

健康福祉部 30 16 53.3 ０

経済産業部 46 14 30.4 ０

交通基盤部 27 ７ 25.9 １

出納局 １ ０ 0.0 ０

教 育 委 員 会 128 26 20.3 ０

警 察 本 部 46 11 23.9 ０

合 計 322 92 28.6 ２

区分

年度

かい等

の対象

数

（Ａ）

調 査

計画数

調 査

実施数

（Ｂ）

実施率

（Ｂ）

（Ａ）

指摘（示）事項の状況

所有権

登記
境界等

使用許可

・貸付手

続

その他 計

６年度 322 92 92

%

28.6 ０ ０ ２ ０ ２

５年度 321 72 72

%

22.4 ０ ０ ０ ０ ０

４年度 324 96 96

%

29.6 ０ ０ ２ ０ ２
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(ｲ) 債権管理研修会等の開催

専門的知識を必要とする次の業務について、外部の専門家による研修会を開催した。

ａ 税外未収金の徴収対策の取組強化の一環として、債権管理担当職員の意識改革や徴収

技術向上を図るために債権管理研修会を開催（令和６年10月16日）

エ 公有財産の維持保全事務

(ｱ) 県有建物（一般会計分）の建物共済の加入 県有財産管理費 2,677,862円 県

県有建物が、万一火災、自然災害等により被災した場合、その損害の補填を担保するた

め、（公財）都道府県センターの災害共済部が所管している建物共済に加入した。

＜加入状況＞ 加 入 棟 数 184 棟

加 入 延 面 積 128,449.20 ㎡

共 済 責 任 額（保険金） 5,819,545 千円

共済基金分担金（保険料） 1,251,914 円

(ｲ) 出先機関庁舎等の維持補修 県庁舎等施設改修費 1,112,591,654円 県

内 委託料 56,418,600円

工事費 1,031,714,001円

知事部局出先機関の庁舎、公舎等（職員厚生課所管の公舎、公営住宅課所管の公営住宅、

試験研究機関で直接試験研究の用に供する設備等を除く。）の１件工事費250万円未満の維

持補修工事にかかる予算を関係各課に再配当し、庁舎等の維持補修を行った。

その実施状況は、次のとおりである。

＜出先機関庁舎等維持補修実施状況＞（令和６年度） （単位：件、円）

(ｳ) 県有資産所在市町村交付金（一般会計分）の交付 212,192,400円 県

（うち 交付金 212,192,400円）

県以外の者が使用している県有資産（公舎、その他貸付け資産）及び空港の所在する32

市町及び東京都に対し、国有資産等所在市町村交付金法に基づき、県有資産所在市町村交

付金を交付した。

部 局 別
庁 舎 公 舎 計

箇 所 執 行 額 箇 所 執 行 額 箇 所 執 行 額

危 機 管 理 部 7 4,255,700 0 0 7 4,255,700

経 営 管 理 部 17 4,932,620 0 0 17 4,932,620

くらし・環境部 7 10,128,341 0 0 7 10,128,341

スポーツ・文化観光部 13 10,690,900 0 0 13 10,690,900

健 康 福 祉 部 17 15,423,650 0 0 17 15,423,650

経 済 産 業 部 54 57,152,430 0 0 54 57,152,430

交 通 基 盤 部 3 2,363,900 0 0 3 2,363,900

出 納 局 1 2,211,000 0 0 1 2,211,000

計 119 107,158,541 0 0 119 107,158,541
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(5) 最適かつ効果的な事業執行

ア 行政経営事業費（再掲） 4,202,785円 県

(ｱ) 行政経営革新プログラムの進捗管理

静岡県の新ビジョン（総合計画）に掲げる政策の実効性を高めるため、令和４年度から

の４年間を計画期間とし、県全体で推進すべき具体的取組と目標を盛り込んだ「静岡県行

政経営革新プログラム2025」に基づき、目標の達成に向け取組を進めた。

＜成果指標及び進捗評価指標の達成状況（令和５年度末時点）＞

※システムの不具合等により２指標が「評価不能」

(ｲ) 静岡県行政経営推進委員会の運営

ａ 静岡県行政経営推進委員会の開催

外部有識者からなる「静岡県行政経営推進委員会」を３回開催し、静岡県行政経営革

新プログラムの取組状況の確認、外郭団体の点検評価及びファシリティマネジメントの

推進について検討を行った。

ｂ 令和６年度意見書の提出

令和６年度の検討・検証内容について、令和７年３月に意見書が提出された。

＜意見書の概要＞

取組の柱 指標数 目標値以上 進捗有 基準値以下

Ⅰ 現場に立脚した施策の構築・推進 19 12 ５

1 戦略的な情報発信と透明性の向上 (※) ７ ２ ４

2 県民・民間・市町と連携した行政の推進 (※) 12 10 １

Ⅱ デジタル技術を活用した業務革新 ８ ３ ５

1 新しい生活様式に対応した行政手続等の構築 ３ ３

2 業務のデジタル化とデータの利活用 ５ ３ ２

Ⅲ 生産性の高い持続可能な行財政運営 19 ８ ７ ４

1 最適な組織運営と人材の活性化 ８ ２ ４ ２

2 健全な財政運営の堅持と最適かつ効果的な事業執行 11 ６ ３ ２

全 体 46 11 24 ９

項 目 意 見 等

Ⅰ 行政経

営革新プロ

グラムの取

組期間を通

じて検討す

る課題

＜行政経営革新プログラムの総括評価＞

・静岡県は、行革の取組をきちんと継続しており、プログラムの取組は、ほぼ

順調に推移しているが、進捗が芳しくない項目も幾つか見られる。

＜外郭団体の点検評価＞

・県の業務を代行、補助する役割を果たす外郭団体が、本来の目的や役割に沿

って運営できるよう、県は指針を示し、助言、指導に努めるとともに、「抜

本的な改革が必要」な団体については、引き続き改革の進捗を検証していた

だきたい。

Ⅱ 令和６

年度に検討

した課題

＜ファシリティマネジメントの推進＞

・県民サービスを犠牲にせずに総量適正化を実現するのは困難かもしれない

が、施設の統廃合ばかりを優先すると、住民の幸福度が疎かにされる可能性

がある。単純に施設の数を減らすのではなく、住民との丁寧な合意形成が必

要である。

・総量の適正化を効果的・効率的に進めるためには、施設の選択と集中、集約

と連携が重要であり、全体最適と縦割りを排した組織横断的な視点に立った

体制づくりが不可欠である。
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(ｳ) ひとり１改革運動の推進

職員一人ひとりが身近なところから改善を行う「ひとり１改革運動」を平成10年度から

実施し、令和６年度は、事務経費の節減、事務時間の節約、経済効果、県民満足度の向上

など、11,429件の取組を進めた。

年間の優秀な事例や積極的な取組所属を表彰するとともに、４部門における大賞を決定

した。

３ 評価、課題及び改善

(1) 評価

ア 現場に立脚した施策の構築・推進

(ｱ) 県政への信頼性の向上

内部統制制度については、令和５年度を対象期間として評価を行った結果、内部統制の

整備状況に不備は確認されなかったが、財務に関する事務について、運用上の重大な不備

を２件把握したため、本県における内部統制は有効に運用されていないと判断した。

なお、情報の管理に関する事務については、重大な不備が見受けられなかった。

(ｲ) 民間・市町との連携・協働による地域課題の解決

「企業等と締結した協定等の件数」は堅調に推移しており、企業をはじめ多様な主体と

の連携・協働が進んでいる。

また、「指定管理者制度導入施設の外部評価結果が「良」相当を上回る施設の割合」は微

減した。

表彰の区分 内 容

業務効率化大賞 生成ＡＩツールの導入による業務効率化に向けた取組

県民サービス向上大賞 トンネル施設点検の効率化・高度化

フレッシュ大賞 ＤＸを駆使した災害査定

広報グランプリ大賞 『ふじのくにグローバル人材育成事業』における広報活動

指標名
現状値

（2020年度）

実 績 目標値

(2025年度)2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

成果

指標

企業等と締結した

協定等の件数
21件 25件 23件 12件 27件

累計80件

（2025年度）

活 動

指標

指定管理者制度導

入施設の外部評価

結果が「良」相当を

上回る施設の割合

88.9％ 81.4％ 86.5％ 91.9％ 91.7％
100％

（2025年度）
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イ 生産性の高い持続可能な行財政運営

(ｱ) 県有資産の最適化

・2049（令和31）年度までの30年間で公共建築物の15％の削減（令和元年度比）を目標

として総量適正化を推進し、令和元年度比では16.6万㎡（4.19%）削減した。

(ｲ) 県有財産の適正管理と利活用事務

・令和４年度末に、新たな５カ年計画である県有財産の売却計画（2023～2027年度）を

策定し、今後５年間で累計約66億5,000万円の売却を目指す。

・県有財産の売却計画（2023～2027年度）の２年目である令和６年度に売却した未利用

財産の額は、５億9,638万円、累計での売却実績額は12億5,600万円、売却率は18.9

パーセントとなった。

(ｳ) 最適かつ効果的な事業執行

「静岡県行政経営革新プログラム2025」に掲げた数値目標の達成状況は、一部で遅れがみ

られるものの全体としてはおおむね良好であった。

また、「職員の総労働時間」は前年度以下となり目標値は達成したものの、「時間外勤務

時間が360時間を超える職員数」は前年度比10％の削減に届かず、目標の達成には至らなか

った。

指標名
現状値

(年度)
実績 目標値

(年度)2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

成果

指標

職員の総労働

時間（非正規

職員を含む）

13,522,710

時間

13,791,508

時間

13,973,042

時間

13,891,015

時間

13,770,243

時間

前年度以下

(期間中

毎年度)

活動

指標

時間外勤務時

間 が 360 時 間

を超える職員

数（時間外上

限時間の特例

を除く）

474 人 496 人 632 人 572 人 567 人

前年度比

10％

削減

活動

指標

県有財産

売却実績額

(2018～

2020年度)

累計47億

9,200万円

546

百万円

1,178

百万円

660

百万円

596

百万円

(2018～

2022年度)

累計55億

6,000万円

(2023～

2027年度)

累計66億

5,000万円

活動

指標

県有建築物の

総延床面積

(2020年度）

387.3万㎡

384.7

万㎡

382.3

万㎡

383.6

万㎡

379.9

万㎡

(2025年度)

385.8万㎡

以下
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(2) 課題

ア 現場に立脚した施策の構築・推進

(ｱ) 県政への信頼性の向上

・内部統制制度について、同様の不備の再発を防ぐため、関係所属への情報共有を行い、

改めて関連事務の取扱いについて更なる周知徹底を図る必要がある。

(ｲ) 民間・市町との連携・協働による地域課題の解決

・担い手となる民間事業者の確保、制度運用上の課題解決に向けた検討等を引き続き行い、

各施設において民間の能力やノウハウをより一層活用し、県民サービスの向上につなげ

ていく必要がある。

イ 生産性の高い持続可能な行財政運営

(ｱ) 県有資産の最適化

・人口減少や少子高齢化など、本県を取り巻く環境が一層厳しくなる中、限られた財源で

県有施設を適切に維持管理していくためには、さらなる施設の総量適正化が不可欠であ

る。

・個別施設のあり方の検討を進める上で、県有施設全体のあり方検討の基本方針の策定、

透明性のある機能面の評価等を行う実効性の高い手法の検討が必要である。

(ｲ）県有財産の適正管理と利活用事務

・入札にかけても応募者がなく入札不調が生じる等、売却困難な財産が発生している。市

場ニーズに見合った売却環境や手段を整えていく必要がある。

・境界不調や接道要件不適合など、売却条件が整わない財産が存在する。売却前の管理段

階から、売却に向けての諸問題を解決していく必要がある。

(ｳ）最適かつ効果的な事業執行

・現場に立脚し、デジタル技術を活用した生産性の高い行政経営を実現するために、「静岡

県行政経営革新プログラム2025」に掲げた数値目標の着実な進捗管理に努めるととも

に、その取組状況について、引き続き、外部の視点から検証を行う必要がある。

・また、「職員の総労働時間」及び「時間外勤務時間が360時間を超える職員数」は前年度

に比べて減少したものの、引き続き、業務の効率化や事業の見直し、デジタル技術の活

用などによる生産性の向上が求められる。

(3) 改善

ア 現場に立脚した施策の構築・推進

(ｱ) 県政への信頼性の向上

・内部統制制度について、令和５年度に財産台帳の更新漏れを原因とする決算数字の誤り

が発生したことを踏まえ、「財産台帳の登録・更新漏れ」を対象リスクに追加した。

・また、各所属でのコンプライアンスミーティング等を通じ、不備の内容を周知徹底する

とともに、制度が有効に機能するよう、基本方針及び実施要領に基づき、適切な運用に
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取り組んでいく。

(ｲ) 民間・市町との連携・協働による地域課題の解決

・行政経営研究会の公民連携・協働部会については、引き続き、市町のニーズが高い指定

管理者制度をテーマとして開催し、運用現場における課題の解決策を検討、共有するこ

とにより、民間事業者のノウハウを活かしたサービスの提供を一層促進する。

・外郭団体については、点検評価表により全団体の点検を行うとともに、｢抜本的な改革が

必要｣とした団体等に対し、行政経営推進委員会等を通じた外部の視点からの検証を行

う。

イ 生産性の高い持続可能な行財政運営

(ｱ) 県有資産の最適化

・第２期静岡県公共施設等総合管理計画では、2049（令和31）年度までの県有施設の延

床面積の削減目標を20％の削減（2019（令和元）年度比）に引き上げた。

・県有施設全体のあり方の基本方針や施設アセスメントの手法等について、新たに外部有

識者会議を設置し、意見を伺いながら策定する。

・基本方針等に基づき個別施設の評価を行い、あり方の方針を決定するなど、総量適正化

に向けて、より一層の取組を行う。

(ｲ) 県有財産の適正管理と利活用事務

・売却困難財産の売却を促進するため、平成29年度に導入した宅地建物取引事業者への売

却業務委託を引き続き実施するほか、県有施設を解体せずに売却する「建物付売却」を

行うなど、多様な売却手段を取り入れていく。

・財産のより一層の適正管理を図るため、特に新規取得の財産については、部局からの取

得相談時より取得後の管理も念頭に置き、境界確定、台帳管理等を指導する。

(ｳ) 最適かつ効果的な事業執行

・「静岡県行政経営革新プログラム2025」に盛り込んだ取組を着実に実行するため、外部有

識者による行政経営推進委員会において、プログラムの進捗状況の検証や個別の課題の

検討を行う。

・また、ひとり１改革運動の推進や、新たに実施する職員政策提案制度における既存の枠

組みにとらわれない政策提案の募集により、改革・改善機運を醸成するとともに、更な

る生産性の向上に取り組む。
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かいの財産調査の実施状況

区分

年度

かい等

の対象

数

（Ａ）

調 査

計画数

調 査

実施数

（Ｂ）

実施率

（Ｂ）

（Ａ）

指摘（示）事項の状況

所有権

登記
境界等

使用許可

･貸付手続
その他 計

６年度 322 92 92 28.6% ０ ０ ２ ０ ２

５年度 321 72 72 22.4% ０ ０ ０ ０ ０

４年度 324 96 96 29.6% ０ ０ ２ ０ ２
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事業の根拠法令調

事 業 名 根 拠 法 令

内部統制制度の運用 地方自治法（第150条）

静岡県内部統制実施要領

指定管理者制度の運用 地方自治法（第244条、第244条の２）

外郭団体の点検評価 静岡県外郭団体等点検評価要綱

県有建築物の長寿命化対策 静岡県県有建築物長寿命化等推進基金条例

財産管理 地方自治法（第149条第６号）

国有資産等所在市町村交付金法（第２条）

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例

財産の交換、譲与、無償貸付け等に関する条例

行政財産の使用料条例

行政財産の使用料条例施行規則

静岡県財産規則

県有建築物の定期点検 建築基準法（第12条第２項及び第４項）

県庁舎維持補修 地方自治法（第149条第６号）

出先機関庁舎等維持補修工事執行要領
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（令和７年４月１日現在）

行政経営課 課兼務 計

18 18

(3) (3)

3 3

(3) (3)

0

(0)

0

(0)

0

(0)

0

(0)

21 0 21

(0) (6) (6)

1 1

(0)

0

(0)

1 0 1

(0) (0) (0)

22 0 22

(0) (6) (6)

会計年度任用職員

臨時的任用職員

計

合計

職　員　配　置　調

区　　　分

配
置
職
員

職員（事）

職員（技）

暫定再任用職員（事）

暫定再任用職員（技）

定年前再任用短時間勤
務職員（事）

定年前再任用短時間勤
務職員（技）

計
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【行政経営課】

過年度分収入未済額調

（令和７年５月３１日現在）

区分

年度

土地貸付料 土地貸付料遅延利息

件数 収入未済額 件数 収入未済額

30年度以前 98

（41）

18,961,313

(11,289,223)

66

（15）

4,016,314

(888,444)

元年度 25

（６）

873,284

(95,459)

１ 122,507

２年度 24

（１）

1,023,503

(7,954)

６ 225,854

３年度 27 1,247,539 ３ 78,375

４年度 25 1,021,832 ５ 1,226

５年度 29 1,216,753 ３ 2,120

計 228

（48）

24,344,224

(11,392,636)

84

（15）

4,446,396

(888,444)

摘 要①

（滞納処分の停止等の理由） 履行延期特約による。 履行延期特約による。

摘 要②

（不納欠損処分の件数、額） ３件 175,253円

摘 要③

(30年度以前のうち、１件10万

円以上の内訳)

Ａ 19件 9,025,683円

Ｂ 12件 3,056,606円

Ｃ 18件 1,694,656円

Ｄ 17件 1,605,668円

Ｅ 10件 1,315,058円

Ｆ ８件 798,352円

Ｇ ３件 708,442円

Ｈ ２件 278,540円

Ｉ ３件 204,518円

Ｊ ４件 145,130円

Ｋ ２件 128,660円

Ａ 10件 1,240,571円

Ｂ ４件 500,145円

Ｃ ３件 470,417円

Ｄ 10件 397,016円

Ｅ ６件 351,917円

Ｆ ５件 308,076円

Ｇ 13件 254,964円

Ｈ ６件 200,016円

Ｉ ２件 148,135円

Ｊ ５件 124,046円
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【総務課、財政課、税務課、行政経営課】

郵券等受払調

（令和７年３月31日現在）

（単位：枚、円）

区

分
種類

令和５年度 令和６年度

摘要繰 越 受 入 払 出 繰 越 受 入 払 出 差引現在高

枚数 金額 枚数 金額 枚数 金額 枚数 金額 枚数 金額 枚数 金額 枚数 金額

タ
ク
シ
ー
チ
ケ
ッ
ト

公用

タクシー券
0 360

212 0 使用分

58 0 廃棄分

90 0 返納分

計 0 360 360 0
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【総務課、税務課、行政経営課】

歳入歳出外現金調

（令和６年度）

（令和７年３月31日現在）

区 分 越 高 受 高 払 高 残 高 摘 要

保証金 円

39,085,295

円

64,080,478

円

59,705,000

円

43,460,773

地方法人特別税 0 88,226,180 88,226,180 0

特別法人事業税 0 72,987,711,828 72,987,711,828 0

軽自動車税環境性能割 134,875,800 987,926,300 950,159,300 172,642,800

森林環境税 0 1,228,801,318 1,076,196,445 152,604,873

計 173,961,095 75,356,746,104 75,161,998,753 368,708,446
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左のうち、前年
度からの繰越分

(12) 一般会計 経営管理費 経営管理費 資産経営費 0 83,317,116

委託料 一般会計 経営管理費 経営管理費 行政経営費 18,870,720 1,188,000

計 18,870,720 84,505,116 0

(14) 一般会計 経営管理費 経営管理費 行政経営費 1,872,145 0

工事請負費

計 1,872,145 0 0

(16)

公有財産

購 入 費

計 0 0 0

(17) 一般会計 経営管理費 経営管理費 行政経営費 68,690 1,917,300

一般会計 スポーツ・文化観光費 スポーツ・文化観光費 スポーツ・文化観光企画費 398,200 0

備品購入費

計 466,890 1,917,300 0

(18) 一般会計 経営管理費 経営管理費 資産経営費 0 212,615,200

負担金、補助 一般会計 経営管理費 経営管理費 行政経営費 0 13,260

及び交付金

計 0 212,628,460 0

(21)

補償、補填

及び賠償金

計 0 0 0

委託料等歳出予算執行状況節別集計表

執行済額(円）

節名 会計 款 項 目
令和５年度 令和６年度
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当初額 変更増減額 計

(事務関係)

1,188,000 1,188,000 0 1,188,000

事務関係　計 8件 55,013,992 54,827,866 ▲ 974,665 53,853,201

（工事関係）

11,297,000 9,878,000 0 9,878,000

12,155,000 10,085,900 0 10,085,900

14,377,000 12,650,000 ▲ 902,000 11,748,000

3,179,000 3,157,000 0 3,157,000

4件 41,008,000 35,770,900 ▲ 902,000 34,868,900

12件 96,021,992 90,598,766 ▲ 1,876,665 88,722,101

549,947 7,938,014

工事関係　計

合計

6
公有財産売却業務（東部）委
託

ＩＲコモンズ株式会社 7,388,067 7,388,067

10
令和６年度コンベンション
アーツセンター他劣化診断業
務委託

株式会社ナカノ工房

11
令和６年度県武道館他劣化診
断業務委託

株式会社飯尾建築設計事務
所

12
令和６年度県立美術館設備配
管劣化診断業務委託

ＳＳＫファシリティーズ株
式会社

9
令和６年度下田総合庁舎他劣
化診断業務委託

有限会社若林建築設計事務
所

8
指定管理施設に対する労働関
係法令点検マニュアル等作成
業務委託

静岡県社会保険労務士会

7
公有財産売却業務（中部）委
託

山田土地建物株式会社 3,284,498 3,284,498 ▲ 1,524,612 1,759,886

5
静岡市葵区与一四丁目３３５
番１０７４測量等業務委託

土地家屋調査士　青島　正
明

434,335 396,000 0 396,000

4
静岡市葵区柳町１４８番６２
測量等業務委託

株式会社大胡 836,501 688,710 0 688,710

3
令和６年度静岡県次世代県庁
舎あり方検討支援業務委託

株式会社日本総合研究所 35,057,000 35,057,000 0 35,057,000

2 ＦＭシステム保守業務委託
株式会社ＴＯＫＡＩコミュ
ニケーションズ

2,084,591 2,084,591 0 2,084,591

1
令和６年度県有施設の保全費
最適化検討支援業務委託

一般財団法人建築保全セン
ター

4,741,000 4,741,000 0 4,741,000

委　　　　託　　　　料　　　　に

契 約 金 額(円)
整理
番号

委　託　業　務　名 受　託　者
当初設計
金額 (円）
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　（令和６年度）

（令和７年５月31日現在）

R6.12.9 291,060

R6.12.9 659,175

R7.2.26 221,430

R7.2.26 1,014,750

R7.4.15 1,446,500

R7.4.25 165,000

R7.4.25 275,000

計 4,072,915

R7.2.12 1,188,000

R7.4.23 165,000

R7.4.23 55,000

計 1,408,000

～ R6.10.29 1,188,000

49,636,216

R6.6.14 2,960,000

一般 R6.5.28 ～ R7.1.31 R7.3.18 6,918,000

一般 R6.5.29 ～ R7.1.31 R7.3.7 10,085,900

一般 R6.5.28 ～ R7.1.31 R7.3.18 11,748,000

一般 H16.12.27 ～ R7.3.14 R7.4.17 3,157,000

 
34,868,900  

84,505,116

随契 R6.5.17 ～ R7.3.31
公有財産売却業務（東部地
域）

随契２号
（不適）

劣化診断（コンベンション
アーツセンター、舞台芸術公
園、ふじのくに地球環境史
ミュージアム、県立水泳場）

劣化診断（県武道館、浜松内
陸コンテナ基地、中部家畜保
健衛生所、県立美術館）

設備配管劣化診断（県立美術
館）

劣化診断（下田総合庁舎、熱
海総合庁舎、プラサヴェル
デ、富士水泳場、あしたか職
業訓練校、総合社会福祉施設
あしたか太陽の丘）

～ R7.3.31
公有財産売却業務（中部地
域）

随契２号
（不適）

随契 R6.5.31 R7.3.14
指定管理者の労働法令の遵守
状況に係る点検マニュアル等
の作成業務

随契２号
（不適）

随契 R6.5.17

～ R7.3.12 R7.5.2 688,710
静岡市葵区柳町１４８番６２
の土地の調査、測量、管理図
面等書類の作成業務

随契１号
（少額）

随契 R6.12.25 ～ R7.3.25 R7.4.22 396,000

静岡市葵区与一四丁目３３５
番１０７４の土地の調査、測
量、管理図面等書類の作成業
務

随契１号
（少額）

随契 R6.12.12

～ R7.3.31 R7.4.21 2,084,591
ＦＭシステムの運用保守業務
及び運用支援業務

随契２号
（不適）

随契 R6.7.19 ～ R7.3.27 R7.4.24 35,057,000
次世代県庁舎のあり方につい
ての素案の策定支援

随契２号
（不適）

随契 R6.4.1

支出年月日 金　  額 (円) 委託業務の内容 摘要

随契 R6.11.14 ～ R7.3.11 R7.4.22 4,741,000
県有施設の保全費最適化に関
する分析調査及び提案

随契２号
（不適）

関　  　す　  　る　  　調

契約
締結
方法

契約期間
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（令和６年度）
（令和７年５月31日現在）

1
一般財団法人日本不
動産研究所維持会員
費負担金

一般財団法人日本
不動産研究所

維持会員規程 不動産に関する情報提供 150,000 R6.4.22

34,100 R6.6.21
34,100 R6.7.9
102,300 R6.8.14
34,100 R6.10.9
34,100 R6.10.18
34,100 R6.12.23

計 272,800

3
次世代県庁研究会に
係る負担金

企業局 開催通知
次世代県庁研究会参加に要した
経費

13,260 R7.4.14

3件 436,060

2
日本経営協会主催研
修会参加費

一般社団法人日本
経営協会

開催通知
公有財産管理の法律実務と対策
等計６件の研修受講料

計

負　担　金　支　出　調

整理
番号

負担金名 交付先 負担根拠 事業内容 負担金額 支出年月日

円
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確       認
年  月  日

円 円 円

1
県有資産所
在市町村交
付金

静岡市外
31市町
東京都

国有資産
等所在市
町村交付
金法

県有固定資産の存
する都市町への交
付金

212,192,400 R6.3.5 212,192,400 - 212,192,400 － －

212,192,400計 212,192,400

事 業 完 了
摘要整理

番号
年月日 金   額 年月日 金   額 年月日

交    付    金    支    出    調
　　　 　       　（令和６年度）　　　　　　

（令和７年5月31日現在）

交付金名 交付先 交付根拠 事業内容 交付金額
交 付 決 定 交          付
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　【行政経営課】

数量又は
面積

台帳価格
数量又は

面積
台帳価格

数量又は
面積

台帳価格
数量又は

面積
台帳価格

千円 千円 千円 千円
14,211,127 13,926,824

㎡ ㎡ ㎡ ㎡
土地 395,368.75 14,125,614 5,445.64 208,871 5,999.09 487,167 394,815.30 13,847,318

本 本 本 本
立木竹 312 26,044 312 26,044

㎡ ㎡ ㎡ ㎡
4,741.17 4,741.17

建物 9,630.58 13,148 4,974 9,630.58 8,174
個 個 個 個

工作物 102 11,551 2 0 3 1,033 101 10,518
件 件 件 件
1 0 1 0 著作権（連携協働マニュアル）
件 件 件 件
1 34,770 1 34,770

特許権等

出資による権利

普通財産

公   有   財   産   調
（ 令 和 ６ 年 度 ）    
（令和７年３月31日現在）

区   分
令和6年３月31日現在 増 減

令和7年３月31日現在
又は監査調書調製日現在

摘要
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出 資 金 調

出資先

（代表者）
所在地

資本金又は

基本財産

Ａ

県 出 資 金 等

決算期
年 間

配当率
出資目的前年度末

現在額

当年度

増減額

当年度末

現在額

Ｂ

出資の

初年度

出資率

Ｂ／Ａ

円 円 円 円 年度 % %

株式会社

みずほフィ

ナンシャル

グループ

執行役社長

木原正裕

東 京 都

千 代 田

区 大 手

町 1 丁

目5番5

号

大 手 町

タワー

2,256,767,000,000

2,539,249,894 株

34,769,500

69,539 株

0

0

34,769,500

69,539 株
明治30 0.003 ３月 18.5

運用目的

(明治31年の静

岡農工銀行設

立時に農工改

良発達目的の

ため出資した

が、当初の目的

は達成された

ので、現在は配

当金が財政に

寄与するため

保 有 し て い

る。)

（令和６年度）
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基金の管理状況調

静岡県県有建築物長寿命化等推進基金 （令和７年３月31日現在）

保管区分
前年度末

現 在 高

年度中増減高 年 度 末

現 在 高
摘 要

増 減 差引増減高

定期預金

別段預金

債券

計

円

181,808,181

57,907,736

4,441,476,903

4,681,192,820

円

7,254,915,129

2,495,712,229

180,918,458

9,931,545,816

円

1,908,918,458

0

2,741,227,832

4,650,146,290

円

5,345,996,671

2,495,712,229

▲2,560,309,374

5,281,399,526

円

5,527,804,852

2,553,619,965

1,881,167,529

9,962,592,346

積立て

7,000,000,000円

運用益増分

9,399,526円

取り崩し

1,728,000,000円
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(貸付分）
貸付　

整理 地　　　目 数量又は 使　　

番号 区分 種別 所　　　在　　　地
台　帳 現　況 面　積  単価

(㎡) (円)

1 土地 宅地 熱海市下多賀大縄４９２－２外 公園 公園 2,895.73 768

2 〃 〃 熱海市下多賀４７６－２ 〃 〃  1.00 1,151

3 〃 〃 熱海市下多賀４７６－５ 〃 〃  108.04

4 〃 〃 下田市四丁目３５７番８ 宅地 宅地  670.24 1,246

5 〃 〃 静岡市葵区駿府町２２９－１２外 〃 〃  2,352.89 7,441

6 〃 〃 〃 〃 〃 6.51

7 〃 〃 静岡市駿河区登呂３丁目７８８外 〃 〃  26,536.56 4,196

8 〃 〃 静岡市駿河区登呂３丁目１－３５ 〃 〃  1.00

9 〃 〃 静岡市葵区春日２丁目１９－２ 〃 〃  339.20 4,395

10 〃 〃 静岡市葵区春日２丁目１９－１ 〃 〃  1,940.87 2,801

11 〃 〃 静岡市葵区追手町２５１－２２ 〃 〃  39.91 12,685

12 〃 〃 静岡市葵区追手町４０－１外 〃 〃  5,354.21

13 〃 〃 静岡市葵区追手町４４－１７ 〃 〃  603.07

14 〃 〃 静岡市葵区柳町１４８－４９外 〃 〃 1,010.24 2,807

15 〃 〃 静岡市葵区田町１丁目１０３－６ 〃 〃 206.53 1,763

16 〃 〃 静岡市葵区弥勒２丁目２４－１３外 〃 〃 415.04 3,147

17 〃 〃 静岡市葵区□□□□□□□□□□ 〃 〃 184.06

18 〃 〃 島田市横井２丁目４７６３－１外 〃 〃 1,730.40 1,098

19 〃 〃 森町森字町裏２０－９ 〃 〃 883.14 824

20 〃 〃 磐田市壱貫地字道西１－４外 〃 〃  119,095.29 15

21 〃 〃 磐田市壱貫地字道西３８－１ 雑種地 〃  7.54

22 〃 〃 南伊豆町石廊崎字本瀬１７３－１外 畑 〃  4,831.86 312

23 〃 〃 南伊豆町石廊崎字本瀬１８３－１外 〃 〃 9本

24 〃 〃 南伊豆町石廊崎字本瀬１８０－１外 宅地 〃  12,632.58

 25 〃 〃 静岡市葵区谷津字谷津原４８２－２ 〃 〃 308.57

182,154.48

　　　普　　　通　　　財　　　産　　　・　　　借　　　受
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（令和６年度）
（令和７年３月31日現在）

料又は 
用　 料 貸付又は 貸付又は使用 貸付・

使用許可 許可を受けた者 使用許可
年　　額 期間 の氏名 目的

(円)

 2,223,515 R6.4.1 ～ R7.3.31 熱海市 大縄公園

 1,151 R4.4.1 ～ R7.3.31 西日本電信電話㈱静岡支店 下多賀埋立地（公衆電話所）

(建物と一括計上) R6.4.1 ～ R7.3.31 熱海市 大縄公園（観光案内施設）

 835,065 〃 厚生労働省静岡労働局 下田公共職業安定所敷地

17,506,869 R4.4.1 ～ R7.3.31 （一財）静岡県教育会館 静岡県教育会館

無償(使用承認) 〃 静岡土木事務所 河川等管理通信施設敷地

 111,338,914 〃
(独）高齢・障害・求職者雇
用支援機構

静岡職業能力開発促進センター

無償 〃 静岡市 防災行政無線設備

1,490,919 R6.4.1 ～ R7.3.31
国土交通省中部地方整備局静
岡営繕事務所

静岡営繕事務所

5,435,523 R4.4.1 ～ R7.3.31 県国民健康保険団体連合会 静岡県国保会館

 506,266 〃 静岡中央ビル管理会 静岡中央ビル

37,034,905 R3.4.1 ～ R35.3.31 日本赤十字社静岡赤十字病院 静岡赤十字病院敷地

無償 R4.4.1 ～ R7.3.31 日本赤十字社静岡県支部 日本赤十字社静岡県支部敷地

2,835,701 〃 個人22人 安倍川廃川敷（住宅敷地等）

364,195 〃 静岡市葵区田町１丁目自治会 〃（田町１丁目公民館）

1,305,959 〃 個人５人 〃（住宅敷地）

無償(使用承認) 〃 県警本部施設課 警察車両駐車場

1,900,223 〃 島田市 島田市役所庁舎等

728,060 〃 森町商工会 森町商工会館

2,963,561 〃 磐田市 豊岡総合センター（一部無償）

無償(使用承認) 〃 くらし・環境部水資源課 地下水位観測井戸及び観測舎

1,059,530 〃
国立研究開発法人水産研究・
教育機構水産技術研究所

水産研究・教育機構水産技術
研究所南伊豆庁舎敷地

無償 〃 〃 〃（樹木）

〃 〃 南伊豆町 公園（樹木・工作物とも）

〃 〃 静岡市 安倍川廃川敷（公園）

 187,530,356

財　　　産　　　等　　　貸　　　付　　　調
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(貸付分）
貸付　

整理 地　　　目 数量又は 使　　

番号 区分 種別 所　　　在　　　地
台　帳 現　況 面　積  単価

(㎡) (円)

 26 土地 宅地 伊東市玖須美元和田字萩坂６９８－１８外 宅地 宅地  1,144.22 1,440

 27 〃 〃 静岡市駿河区国吉田５丁目９１ 〃 〃 490.22

 28 〃 〃 伊豆市中原戸字大畑２７１－３外 雑種地 〃 47,724.79

 29 〃 〃 静岡市清水区松井町１６１ 港湾用地 雑種地 1,061.94 512

 30 〃 〃 静岡市葵区秋山町３３５－７２６外 雑種地 宅地 550.20 2,740

 31 〃 〃 静岡市葵区与一４丁目３３５－１０８０ 〃 〃 360.00 2,928

 32 〃 〃 静岡市葵区与一４丁目３３５－１０７７ 〃 〃 167.29

 33 〃 〃 静岡市葵区山崎２丁目５－２０ 〃 〃  68.78 1,255

 34 〃 〃 静岡市駿河区広野５丁目２２７１－３ 〃 〃  4,312.49 0.90

 35 〃 〃 静岡市葵区北沼上字足ヶ谷９８－５ 〃 〃 165.49 237

 36 〃 〃 静岡市駿河区中島字上西側２７７－４９ 〃 道路敷 668.44

 37 〃 雑種地 静岡市駿河区中島字上西側２７７－５２外 〃 宅地 375.28 2,596

 38 〃 〃 静岡市葵区瀬名５丁目２８９６－８、９ 〃 〃 126.87 1,306

 39 〃 〃 静岡市葵区瀬名５丁目２８９６－８外 〃 雑種地  1,601.15 1,306

 40 〃 〃 静岡市葵区瀬名５丁目３１７３－４６外 〃 道路敷  42.07

 41 〃 宅地 川根本町上長尾字今市場８６１－２４外 宅地 宅地 596.00 343

 42 〃 〃 島田市旭３丁目６６７５－２７外 〃 〃 163.33 1,370

 43 〃 〃 吉田町川尻字草ボタ東４０３６－２ 〃 〃  24,459.59 217

 44 〃 〃 浜松市天竜区船明字川久保２６６１外 〃 〃  9,837.69 227

 45 〃 〃 静岡市清水区富士見町５１外 港湾用地 〃 113.81 1,142

 46 〃 〃 島田市川根町家山字ツツジリ１３１３－２９外 雑種地 雑種地 2,692.15 262

 47 〃 〃 磐田市駒場字西瀬６８６６－２４ 〃 〃 2,756.08 0

 48 〃 〃 掛川市二瀬川１３０８－６ 宅地 宅地 60.99 1,370

 49 〃 〃 静岡市葵区□□□□□□□□□□ 〃 〃 2,736.66

102,275.53

　　　普　　　通　　　財　　　産　　　・　　　借　　　受
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（令和６年度）
（令和７年３月31日現在）

料又は 
用　　料 貸付又は 貸付又は使用 貸付・

使用許可 許可を受けた者 使用許可
年　　額 期間 の氏名 目的

(円)

1,647,759 R4.4.1 ～ R7.3.31 個人10人、法人２社 国道１３５号廃道敷（住宅敷地等）

無償 〃 日本赤十字社静岡県支部 災害救援物資備蓄倉庫

無償 〃 静岡県道路公社 伊豆スカイライン

543,551 R6.4.1 ～ R7.3.31 静岡市
松井町埋立地（公園、道路）
（有償554.61㎡）

1,507,820 R4.4.1 ～ R7.3.31 個人８人 安倍川廃川敷（住宅敷地）

1,054,238 〃 静岡市公営企業管理者 〃（取水場排水池）

無償 〃 公立学校共済組合静岡支部 〃（文書保管倉庫）

86,338 H31.4.1 ～ R31.3.31 静岡市 〃（水防倉庫）

3,866 R4.4.1 ～ R7.3.31 〃 小坂川廃川敷（公園）

 39,297 〃 静岡市足ケ谷町内会 長尾川廃川敷（公民館等）

無償 〃 静岡市 安倍川廃川敷（市道）

974,088 〃 個人３人 〃（住宅敷地）

 165,707 〃 静岡市瀬名桜薮自治会 長尾川廃川敷（公民館）

2,091,294 R6.4.1 ～ R7.3.31 静岡市 〃（公園）

無償 R4.4.1 ～ R7.3.31 〃 〃（市道）

204,237 〃 個人５人 中津川廃川敷（住宅敷地等）

 223,765 〃 個人１人、法人１社 大井川廃川敷（住宅敷地）

 5,319,586 〃 企業局西部事務所 〃（榛南水道施設用地）

 2,237,090 〃 天竜プレカット事業(協) 木材加工施設用地

 129,985 R6.4.1 ～ R7.3.31 静岡市 富士見町埋立地（公園）

 706,312 R4.4.1 ～ R7.3.31 島田市 家山川廃川敷（公園）

948 〃 磐田市 天竜川廃川敷（公園）

 83,534 〃 個人１人 逆川廃川敷（住宅敷地等）

無償(使用承認) 〃 県警本部会計課 装備車輌駐車場

17,019,415

財　　　産　　　等　　　貸　　　付　　　調
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(貸付分）
貸付　

整理 地　　　目 数量又は 使　　

番号 区分 種別 所　　　在　　　地
台　帳 現　況 面　積 単価

 　　　(㎡)　　　(円)

 50 土地 宅地 静岡市葵区安東２丁目１１０ 宅地 宅地 1.00

 51 〃 〃 磐田市壱貫地東川原７６－１８外 〃 〃 1.00 167

 52 〃 〃 磐田市一言字天神１０６２－１外 雑種地 〃 11,229.00 215

 53 〃 〃 静岡市葵区遠藤新田字村前２６１－６ 宅地 〃  10.11 619

 54 〃 〃 静岡市駿河区中島上西側２７７－５０ 〃 〃  28.00 1,057

 55 〃 雑種地 富士市松岡船場１７９０番１４ 雑種地 道路敷 2.13 1,825

 56 〃 〃 静岡市葵区田町３丁目９６－４ 〃 〃 0.83 3,253

 57 〃 〃 静岡市葵区松富上組字水神４６番６ 〃 〃 145.45 596

 58 〃 宅地 伊豆の国市大仁字下畑３３４外 宅地 宅地 23,078.90

 59 〃 宅地 伊豆の国市吉田字城内６９２－３の一部外 〃 〃 103.50

 60 〃 雑種地 静岡市駿河区中島字外面割４６番８ 公衆用道路 道路敷 0.53 2,643

 61 〃 宅地 静岡市葵区与一４丁目３３５－１０８０外 雑種地 宅地 0.43

 62 〃 〃 熱海市下多賀字砂田４７６－２ 公園 公園 0.25

 63 〃 〃 下田高等学校教職員住宅(立野)跡地 雑種地 宅地  1,064.47

35,665.60

   320,095.61

　　　普　　　通　　　財　　　産　　　・　　　借　　　受
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（令和６年度）
（令和７年３月31日現在）

料又は 
用　  料 貸付又は 貸付又は使用 貸付・

使用許可 許可を受けた者 使用許可
年　　額 期間 の氏名 目的

(円)

無償 R4.4.1 ～ R7.3.31 静岡市 防災行政無線設備

167 〃 西日本電信電話㈱静岡支店 豊岡総合センター（公衆電話）

 2,414,909 〃 磐田市 運動公園

 6,255 R6.4.1 ～ R7.3.31 上与自主防災会 防災倉庫敷地

 29,594 〃 中島上自防災会 〃

3,888 R4.4.1 ～ R7.3.31
静岡ガス(株)導管ネットワーク本部導管部
東部導管ネットワークセンター 富士川廃川敷（ガス管埋設）

2,700 〃
静岡ガス(株)導管ネットワーク本部導管部
静岡導管ネットワークセンター 安倍川廃川敷（ガス管埋設）

86,656 H31.4.1 ～ R31.3.31 静岡市 松富県有地（水防倉庫敷地）

無償 H28.6.6 ～ R8.3.31 伊豆の国市 生涯学習関連施設

(建物と一括計上) R4.4.1 ～ R7.3.31
（一社）日本ボーイスカウト
静岡県連盟ほか個人１人

資産管理用倉庫

1,401 〃 個人１人 静岡市中島県有地（水道管埋設）

無償 〃
中部テレコミュニケーション（株）静岡エン
ジニアリングセンター 安倍川廃川敷（通信ケーブル設置）

無償（使用承認） R4.11.30 ～ R7.3.31 熱海土木事務所 国道135号道路照明灯設置

789,709 R6.4.1 ～ R7.3.31 中部地方整備局沼津河川国道事務所 国道414号改築工事

3,335,279

207,885,050

財　　　産　　　等　　　貸　　　付　　　調
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(貸付分）
貸付　

整理 地　　　目 数量又は  　使　

番号 区分 種別 所　　　在　　　地
台　帳 現　況 面　積 単価

　　(円)

64 土地 宅地 熱海市下多賀４７６－２外 公園 公園 電柱等7本 1,500

65 〃 〃 静岡市葵区駿府町２４７－１ 宅地 宅地 〃2換算 〃

66 〃 〃 〃 〃 〃 〃2換算 〃

67 〃 〃 静岡市駿河区登呂３丁目１－３５ 〃 〃 〃2 〃

68 〃 〃 静岡市葵区田町１丁目１０３－６ 〃 〃 〃3 〃

69 〃 〃 静岡市葵区柳町１４８－４ 〃 〃 〃1 〃

70 〃 〃 〃 〃 〃 〃2 〃

71 〃 〃 磐田市壱貫地６４－１外 〃 〃 〃55 〃

72 〃 〃 磐田市壱貫地字道東１－４外 〃 〃 〃14 〃

73 〃 〃 静岡市葵区瀬名字古川３１７３－４６ 雑種地 〃 〃3 〃

74 〃 〃 〃 〃 〃 〃1 〃

75 〃 〃 南伊豆町石廊崎字本瀬１８４－１外 宅地外 宅地外 〃7
1,500外（現況
地目による）

76 〃 〃 静岡市駿河区国吉田５丁目９１ 〃 〃 〃1 1,500

77 〃 〃 下田市四丁目３５７－８ 〃 〃 〃1 〃

78 〃 〃 伊豆市冷川１５２０－１０外 〃 〃 〃4 〃

79 〃 雑種地 静岡市葵区与一４丁目３３５－７２７外 〃 〃 〃7 〃

80 〃 〃 静岡市清水区松井町１６１ 港湾用地 〃 〃4 〃

81 〃 〃 〃 〃 宅地 〃1 〃

82 〃 〃 静岡市駿河区中島２７７－３ 雑種地 〃 〃1 〃

83 〃 〃 島田市旭３丁目６６７１－５ 〃 〃 〃2 〃

84 〃 〃 吉田町川尻字草ボタ東４０３６－２ 〃 〃 〃6 〃

85 〃 〃 〃 〃 〃 〃13 〃

86 〃 〃 島田市川根町家山字ツツジリ１３１３－２９外 〃 〃 〃8 〃

87 〃 〃 川根本町上長尾８６４－９外 〃 〃 〃3 〃

88 〃 〃 静岡市葵区安東２丁目１０７外 〃 雑種地 〃7 〃

（ 157  本）

　　　普　　　通　　　財　　　産　　　・　　　借　　　受
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（令和６年度）
（令和７年３月31日現在）

料又は 
用　　料 貸付又は 貸付又は使用 貸付・

使用許可 許可を受けた者 使用許可
年　　額 期間 の氏名 目的

(円)  

 10,500 R4.4.1 ～ R7.3.31
東京電力パワーグリッド
㈱伊豆支社

熱海下多賀埋立地（電柱等設置）

 3,000 〃
西日本電信電話㈱静岡支
店

静岡県教育会館（〃）

 3,000 〃
中部電力パワーグリッド
株式会社静岡支社配電建
設グループ長

〃（〃）

 3,000 〃 〃 静岡高等職業訓練校（〃）

 4,500 〃
西日本電信電話㈱静岡支
店

安倍川廃川敷（〃）

 1,500 〃 〃 〃（〃）

 3,000 〃
中部電力パワーグリッド
株式会社静岡支社配電建
設グループ長

〃（〃）

 82,500 〃
中部電力パワーグリッド
株式会社静岡支社磐田営
業所

豊岡総合センター（〃）

 21,000 〃
西日本電信電話㈱静岡支
店

〃（〃）

4,500 〃
中部電力パワーグリッド
株式会社静岡支社配電建
設グループ長

長尾川廃川敷（〃）

 1,500 〃
西日本電信電話㈱静岡支
店

〃（〃）

 5,420 〃
東京電力パワーグリッド
㈱伊豆支社

旧農業試験場南伊豆分場（〃）

 1,500 R6.4.1 ～ R7.3.31
中部電力パワーグリッド
株式会社静岡支社配電建
設グループ長

日本赤十字社静岡支部倉庫敷地（〃）

1,500 R4.4.1 ～ R7.3.31
東京電力パワーグリッド
㈱伊豆支社

下田総合庁舎敷地（〃）

6,000 〃 〃 丸野山スカイライン（〃）

 10,500 〃
中部電力パワーグリッド
株式会社静岡支社配電建
設グループ長

安倍川廃川敷（〃）

 6,000 〃
中部電力パワーグリッド
株式会社静岡支社清水営
業所配電グループ長

松井町埋立地（〃）

 1,500 〃
株式会社トコちゃんねる
静岡

〃（有線テレビ施設）

 1,500 〃
中部電力パワーグリッド
株式会社静岡支社配電建
設グループ長

安倍川廃川敷（電柱等設置）

 3,000 〃
中部電力パワーグリッド
株式会社静岡支社島田営
業所

大井川廃川敷（〃）

 9,000 〃
西日本電信電話㈱静岡支
店

〃（〃）

 19,500 〃
中部電力パワーグリッド
株式会社静岡支社島田営
業所

〃（〃）

 12,000 〃 〃 家山川廃川敷（〃）

 4,500 〃
西日本電信電話㈱静岡支
店

中津川廃川敷（〃）

 10,500 〃 〃 旧安東部長公舎（電柱等設置）

 230,420

財　　　産　　　等　　　貸　　　付　　　調
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(貸付分）
貸付　

整理 地　　　目 数量又は  　使　
番号 区分 種別 所　　　在　　　地

台　帳 現　況 面　　積  単価

 　　　　　　 (円)

89 土地 雑種地 静岡市葵区安東２丁目１０７外 雑種地 雑種地 電柱等 2本 1,500

90 〃 宅地 伊豆市冷川字大幡野１５２３－１１ 〃 宅　地 〃　 3 〃

91 〃 〃 伊豆市冷川字大幡野１５２１－１１７他 〃 〃 〃　 4 〃

92 〃 〃 静岡市葵区瀬名５丁目２８９６－８外 〃 〃 〃　 2 〃

93 〃 〃 静岡市葵区瀬名５丁目３１６６－６４ 〃 〃 〃　 2 〃

94 〃 〃 伊豆の国市大仁字下畑３３４ 〃 〃 〃　 7 〃

95 〃 〃 〃 〃 〃 〃　 7 〃

96 〃 〃 〃 〃 〃 〃　 2 〃

97 〃 〃 〃 〃 〃 〃　 2 〃

98 〃 〃 菊川市西方５７３－１ 〃 〃 〃　 1 〃

99 〃 〃 〃 〃 〃 〃　 2 〃

100 〃 〃 御前崎市池新田５５４４－６ 〃 〃 〃　 1 〃

101 〃 〃 〃 〃 〃 〃　 4 〃

102 〃 〃 沼津市原１７０２－４２ 〃 〃 〃　 1 〃

103 〃 〃 熱海市緑ガ丘町１７５７－１０９ 〃 〃 〃　 1 〃

104 〃 〃 伊東市玖須美元和田字萩坂６９８番３７ 〃 〃 〃　 1 〃

（ 42  本）

（ 199  本）

　　　普　　　通　　　財　　　産　　　・　　　借　　　受
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（令和６年度）
（令和７年３月31日現在）

料又は 
 用 　料 貸付又は 貸付又は使用 貸付・

使用許可 許可を受けた者 使用許可
年　　額 期間 の氏名 目的

(円)  

3,000 R4.4.1 ～ R7.3.31
中部電力パワーグリッド
株式会社静岡支社配電建
設グループ長

旧安東部長公舎（電柱等設置）

 4,500 〃 西日本電信電話㈱静岡支店 丸野山スカイライン用地（〃）

 6,000 〃
東京電力パワーグリッド
㈱伊豆支社

丸野山スカイライン用地（〃）

3,000 〃
中部電力パワーグリッド
株式会社静岡支社配電建
設グループ長

長尾川廃川敷（〃）

3,000 R4.4.1 ～ R7.3.31 〃 〃

10,500 R4.4.1 ～ R7.3.31
東京電力パワーグリッド
㈱伊豆支社

旧大仁高校跡地（〃）

10,500 〃 西日本電信電話㈱静岡支店 〃

3,000 〃
東京電力パワーグリッド
㈱伊豆支社

伊豆総合高校職員住宅（〃）

3,000 〃 西日本電信電話㈱静岡支店 〃

1,500 R6.4.1 ～ R7.3.31 〃 旧小笠高等学校教職員住宅（西方）跡地（〃）

3,000 〃
中部電力パワーグリッド
株式会社掛川支社配電建
設グループ長

〃

1,500 〃 西日本電信電話株式会社 池新田高等学校校長住宅跡地（〃）

 6,000 〃
中部電力パワーグリッド
株式会社掛川支社配電建
設グループ長

〃

1,500 R6.4.1 ～ R7.3.31
東京電力パワーグリッド
㈱伊豆支社

沼津特別支援学校校長住宅跡地（〃）

1,500 〃 (株)新光アンテナ設備 熱海警察署緑ガ丘公舎跡地（〃）

1,500 R6.3.8 ～ R8.3.31 西日本電信電話㈱静岡支店 国道１３５号廃道敷（〃）

63,000

293,420

財　　　産　　　等　　　貸　　　付　　　調
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(貸付分）
貸付　

整理 数量又は  　使　

番号 区分 種別 所　　　在　　　地 構造等
面　積 単価

(㎡) (円)

 105 建物
事務
所建

伊豆の国市大仁字下畑３３４外 RC他９棟 7,385.28

 106 〃
事務
所建

熱海市下多賀４７６－５ RC１棟 86.40 2,817

 107 〃 倉庫建 伊豆の国市吉田字城内６９２－３の一部外 Ｓ１棟 103.50 591

 　　（建　物 7,575.18  ㎡)

土　　地 320,095.61  ㎡

電 柱 等 199  本

建　　物 7,575.18  ㎡

合　計

　　　普　　　通　　　財　　　産　　　・　　　借　　　受
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（令和6年度）
（令和７年３月31日現在）

料又は 
用　　料 貸付又は 貸付又は使用 貸付・

使用許可 許可を受けた者 使用許可
年　　額 期間 の氏名 目的

(円)  

無償 H28.6.6 ～ R8.3.31 伊豆の国市 生涯学習関連施設

243,365 R6.4.1 ～ R7.3.31 熱海市 大縄公園（観光案内施設）

61,219 R4.4.1 ～ R7.3.31
（一社）日本ボーイスカウト
静岡県連盟ほか個人１人

資産管理用倉庫

304,584

207,885,050

293,420

304,584

208,483,054

財　　　産　　　等　　　貸　　　付　　　調
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